
基準年度 目標年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

1
産業廃棄物の不法投
棄件数

1,049 Ｈ11年度
Ｈ11年度
に対し概
ね半減

Ｈ22年度 － － － － －

2
産業廃棄物の不法投
棄量（万ﾄﾝ）

43.3 Ｈ11年度
Ｈ11年度
に対し概
ね半減

Ｈ22年度 － － － － －

3
5,000ﾄﾝを超える産業廃
棄物の不法投棄件数

－ Ｈ11年度 0 Ｈ2１年度 － － － － －

4
有害廃棄物の適正な処
理の確保

－ － － － － － － － －

5
クリアランス物のトレー
サビリティの確保

－ － － － － － － － －

6
バーゼル法輸出承認件
数

－ － － － － － － － －

7
バーゼル法輸入承認件
数

－ － － － － － － － －

8
廃棄物処理法輸出確
認件数

－ － － － － － － － －

9
廃棄物処理法輸入許
可件数

－ － － － － － － － －

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

不法投棄撲滅アクションプランに規定されているため。

特定有害廃棄物等の適正な輸出入等の確保については、特定有害廃棄物等の輸出入等
の規制に関する法律に基づく厳格な輸出入審査を実施しているため。

廃棄物の適正な輸出入等の確保については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基
づく厳格な輸出入審査を実施しているため。

廃棄物の適正な輸出入等の確保については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基
づく厳格な輸出入審査を実施しているため。

特定有害廃棄物等の適正な輸出入等の確保については、特定有害廃棄物等の輸出入等
の規制に関する法律に基づく厳格な輸出入審査を実施しているため。

施策の概要
不法投棄等の未然防止・拡大防止対策及び残存事案対策、有害な廃棄物の適正
な処理の確保等、並びに特定有害廃棄物等の適正な輸出入等の確保を図る。

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

達成すべき目標
不法投棄等の未然防止・拡大防止対策及び残存事案対策、
有害な廃棄物の適正な処理の確保等、並びに特定有害廃棄
物等の適正な輸出入等の確保を推進する

目標設定の
考え方・根拠

○廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理
法）

○特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する
特別措置法（産廃特措法）

○特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律
（バーゼル法）

施策名

平成24年度実施施策に係る事前分析表 別紙１

（環境省24-18 ）

目標４－５　廃棄物の不法投棄の防止等 担当部局名

政策体系上の
位置付け

４．廃棄物・リサイクル対策の推進

不法投棄撲滅アクションプランに規定されているため。

不法投棄撲滅アクションプランに規定されているため。

有害廃棄物は、排出の段階から処理までの間、特に注意して取り扱わなければならないも
ので、普通の産業廃棄物とは別に処理基準が定められ、区別されているため。

原子炉等規制法及び放射線障害防止法に基づくクリアランス制度の厳格な運用を行うた
め。

適正処理・不法投棄対策室 作成責任者名 吉田一博

平成25年8月
政策評価実施

予定時期



２２年度 ２３年度

（１）

産業廃棄物不法投棄
等防止ネットワーク強
化事業
(平成17年度)

10
（10）

10 4 1,2,3

（２）

産業廃棄物不法投棄
等原状回復措置推進
費補助金
（平成10年度）

3,670
（3,544）

7,870 170 －

（３）
産業廃棄物適正処理
推進費
(平成10年度)

154
(142)

145 58 1,2,3

（４）
特別管理廃棄物処理
基準設定費
(平成4年度）

11
（16）

36 28 4

達成手段
（開始年度）

補正後予算額（執行額）
（百万円）

２４年度
当初

予算額
（百万円）

関連する
指標

＜達成手段の概要＞
　専門家チームの現地への派遣による不法投棄等事案に係る現地調査・支障除去等対策の円滑かつ適正な実施の支援、不法投棄の残存件数な
どの網羅的な調査等を行う。
＜達成手段の目標＞
　不法投棄等の未然防止・拡大防止等を図る。また、都道府県等に対し不法投棄等の関与者への責任追及や支障除去等の手法について助言を行
うことで支障除去等措置に係る公費負担を軽減させる。さらに、不法投棄等の残存事案に対する対応方針を策定する。（残存事案に対するきめ細
やかな対応を行い、行政に対する国民の不信感を払拭し、安心・安全を確保する。）
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
　都道府県と連携し、情報共有や監視体制の強化等の不法投棄等の未然防止等を進めることにより、目標値の達成に寄与することができる。

＜達成手段の概要＞
　「特別管理廃棄物」については通常の廃棄物とは別に処理基準を定めているが、次々と新たな化学物質が製造・使用されている状況において、化
学物質管理に係る国際的動向等を踏まえた的確な対応を行う。
＜達成手段の目標＞
　水銀条約化対策、有害性が懸念される廃棄物の発生抑制・適正処理のためのライフサイクルマネジメントによる取組の推進等を行う。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
　環境中で有害性等が懸念される化学物質等の廃棄に伴うリスクを低減し、有害性が懸念される廃棄物による生活環境保全上の支障等の発生な
どの社会問題化の未然防止を図り、安全・安心な社会を構築する。

＜達成手段の概要＞
　全国７地方環境事務所等を核とするネットワークを強化し、都道府県等との連携を確保しながら、ブロック連絡会議や、パンフレット等による啓発活
動等を合同で実施する。また、都道府県等向けの研修として、知識が豊富な都道府県等職員等や専門家をこうしとして、管内の都道府県等の担当
職員に対し、現場対応、法令研究、事例研究等の研修を実施する。さらに、不法投棄等事案の現場調査やパトロール等を行う。
＜達成手段の目標＞
　地方環境事務所等を核とした関係機関によるネットワークの確率及び都道府県等と連携した立入検査等の円滑かつ効率的な実施により、産業廃
棄物不法投棄の未然防止や早期解決等に資する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
　都道府県と連携して、情報共有や監視体制を強化することにより、不法投棄等の未然防止等を図り、目標値の達成に寄与することができる。

＜達成手段の概要＞
　平成９年の廃棄物処理法改正法の施行日である平成１０年６月１７日以降に行われた不法投棄等に起因する支障の除去等の措置の円滑な実施
のために、基金の造成に必要な経費を補助する。また、平成１０年６月１６日以前に行われた不法投棄等に起因する支障の除去等の措置を行う都
道府県等に対し必要な経費を補助する。
＜達成手段の目標＞
　平成１０年６月１７日以降の不法投棄等については、都道府県等が円滑に不法投棄等による支障の除去等を行えるよう基金の造成を図り、産業
界からの出えんが安定的に行われるよう努めていく。平成１０年６月１６日以前の不法投棄等については、各事業について支障の除去等が行われ
るよう、都道府県等における取組を促進する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
　都道府県等に対し必要額を補助することにより、計画的に生活環境保全上の支障除去等を行うことができる。

達成手段の概要等



（５）
クリアランス廃棄物対策関
連費
（平成18年度）

18
（7）

20 9 5

（６）
廃棄物等の越境移動に係
る国際的環境問題対策費
（平成13年度）

76
(69)

69 60 6,7,8,9

（７）
コンピュータ機器廃棄物
適正管理事業等拠出金
（平成18年度）

34
(34)

32 29 -

＜達成手段の概要＞
　バーゼル条約に基づく有害廃棄物等の適正な輸出入を確保するための、事業者等への国内法規制の周知徹底、不正輸出を防止する為の水際
対策及び国内法の規制対象の明確化等の実施。
＜達成手段の目標＞
　国内法の規制内容の周知徹底及び廃棄物等の不正輸出防止のための水際対策の強化を行うとともに、環境上適正な有害廃棄物等の輸出入管
理方策を検討する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・輸出入業者等に対する国内外法規制度についての全国各地での説明会の実施により、効率的に法令の周知徹底を図ることができる。
・廃棄物等輸出入管理システムを用いた廃棄物輸出入状況についての税関等関係者との即時的な情報共有や税関での規制対象物の即物的判断
指針の構築により、不正輸出の防止の為の水際対策の効率的実施を図ることができる。
・アジア圏の循環資源の流通動向や廃棄物処理の実態の調査をもとに、環境上適正な有害廃棄物等の輸出入管理方策を展開し、規制の重点化・
効率化ひいては国際資源循環に資する。

＜達成手段の概要＞
　コンピュータ機器廃棄物及びアジア太平洋地域における電気電子機器廃棄物の環境上適正な管理のための各種プロジェクト支援事業及びアジア
における有害廃棄物等の不法輸出入防止のための国際ネットワーク（アジアネットワーク）事業等の実施。
＜達成手段の目標＞
　コンピュータ機器廃棄物等の環境上適正な管理により環境汚染・健康被害を未然防止するとともに、近隣諸国との連携強化によりアジアにおける
条約実施能力を向上させる。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・国際機関であるバーゼル条約事務局が実施しているコンピュータ機器廃棄物適正管理プロジェクト等は、アジア太平洋地域の国々が広く参加して
いることから、我が国単独で施策を進めるより同プロジェクトに拠出を行うことによって、効率的にアジアの関係諸国における政策連携を図ることが
でき、アジア地域の国々におけるコンピュータ機器廃棄物等による環境汚染・健康被害等の問題の解決に資する。

＜達成手段の概要＞
　原子力施設の解体や研究施設等から発生する放射性物質に汚染された物質のうち、放射線防護の観点から安全上問題がないクリアランスレベ
ル以下であることが確認された「クリアランス物」については、再生利用または通常の廃棄物として処分することを可能とする「クリアランス制度」にお
いて、クリアランス物の適正かつ円滑な処理を確保する。
＜達成手段の目標＞
　クリアランス物のトレーサビリティを確保するための管理システムを運用等をするとともに地方環境事務所による立ち入り検査の実施及びそれに
伴う知識の習得・放射線測定機器の点検整備を行う。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
　クリアランス物のトレーサビリティを確保し、万一の事態への迅速かつ適切な対応を図る体制を整備することにより、クリアランス制度の社会的受
容性が高まり、クリアランス制度の適正かつ円滑な運用が可能となる。


